























































































































































































2─3. 累積債務問題─ CODESA（企業国家）から CINDE（平行国家）へ
1973年と 1979年の 2度のオイルショックは、非効率的な工業部門の穴埋めをしていた
コーヒー、バナナ産業に対し打撃を与えた。政府がデフォルト宣言を表明したのは 1981






























































































































比は、教育部門では 1980年に 6.2％であった公的支出が 82年までに 1.9ポイント減の










2004年には 13校に 1校が私立となった（モリーナ、パーマー、2007、p. 188）。
このような変化は国家の支出削減に寄与したものの、人々の負担を増した。80年代の
初等教育の修了率は、1981、82年の 87％、88％（両年とも女子 90％、男子 85％）をピー
クとして漸減し、89年には 75％（女子 77％、男子 75％）となった。中等教育の修了率も
1981年 30％（女子 34％、男子 26％）から 89年 19％（女子 20％、男子 18％）に低下し







































  1） チェネリーの議論は以下を参照。Chenery, H. B., “Poverty and progress-choices for developing 
world” Finance & Development, June, 1980, pp. 26‒30
  2） 政府支出の拡大の結果、公的債務高は 1970年の 1億 6400万ドルから 78年には 10億ドルを超える
までになる。
  3） コスタリカ憲法 121条 14項の規定により、電力、通信サービスは国家の所有となっている。詳細
は以下を参照。https://www.jetro.go.jp/world/cs_america/cr/invest_02/
  4） 詳細は在コスタリカ大使館報告書を参照。（http://www.cr.emb-japan.go.jp/japones/economiajp/
economiajp.html）
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